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      「地域リハビリテーション推進のための指針」の改定について 

 

 

 地域リハビリテーションについては、活力ある超高齢社会の実現や寝たきり予防対策に

とって重要であることから、平成 18年度に、「地域リハビリテーション推進のための指針」

をお示し、各自治体において、同指針に基づき地域リハビリテーション支援体制の構築が進

められてきたところである。 

「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会の取りまとめ（令和元年度12月13日）」

において地域リハビリテーション活動支援事業について、 

・ 都道府県は、都道府県医師会等と連携し、現行の仕組みであるリハビリテーション協議

会や支援センター等の設置や充実を図ることにより、地域の実情に応じた地域リハビリ

テーション支援体制を体系的に構築すること 

・ 市町村は、こうした支援体制を踏まえ、郡市区等医師会や必要に応じて都道府県医師会

と連携の上、医療機関や介護事業所等の協力を得て、医療専門職を安定的に派遣できる体

制を構築するとともに、関係機関の理解促進を図ることが必要であること 

等が盛り込まれた。 

今般、これらを踏まえて「地域リハビリテーション推進のための指針」の見直しを行った

ため、都道府県における実施、また貴管内市町村および関係団体に対して周知方お願いする。 
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別添 

「地域リハビリテーション推進のための指針」 

 

第１ 事業の目的 

    地域リハビリテーションは、活力ある超高齢社会の実現や高齢者に対する自立支

援・重度化防止の取組の推進にとって重要であることから、都道府県が行う地域リハ

ビリテーション推進のための事業及び脳卒中情報システムの整備・活用により、地域に

おける介護予防の効果的、効率的な実施に資することを目的とする。 

 

第２ 事業の実施主体 

    都道府県とする。 

 

第３ 地域リハビリテーション支援体制の整備 

 １ 趣旨 

    高齢者に対する自立支援・重度化防止の取組を推進するためには、脳卒中や骨折等

による障害発生時においては、急性期リハビリテーション及びその後の回復期リハビ

リテーション、また、病状安定期にある場合や廃用症候群に対しては、生活期リハビ

リテーションと言うように、高齢者それぞれの状態に応じた適時・適切なリハビリテ

ーションが提供されることが必要である。 

    さらに、高齢者等が、閉じこもり状態となり、老化に伴う心身機能の低下等をきた

すことを予防し、住み慣れた地域において、生涯にわたって生き生きとした生活を送

ることができるよう、保健・医療・福祉の関係者のみならず、ボランティア等の地域

における住民が参画して行う、いわゆる地域リハビリテーションが適切に行われるこ

とも重要である。 

    地域リハビリテーション支援体制は、地域包括ケアシステムの構築かつ市町村の

一般介護予防事業を中心とした地域支援事業の充実・強化のための体制の整備を図る

ものである。 

 ２ 事業内容 

 （１）都道府県リハビリテーション協議会 

    都道府県は、保健・医療・福祉の関係者で構成される「都道府県リハビリテーショ

ン協議会」（以下「協議会」という。）を設置するものとする。 

   ア 協議会の構成 

 協議会は、都道府県医師会、都道府県病院協会、都道府県老人保健施設協会、都道

府県歯科医師会、都道府県薬剤師会、都道府県看護協会、都道府県理学療法士会、都

道府県作業療法士協会、都道府県言語聴覚士会、都道府県栄養士会、都道府県歯科衛

生士会、介護支援専門員協会等の関係団体、保健所、市町村、患者の会、家族の会の
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代表者及びその他事業の推進に必要と認められる者を構成員とする。協議会における

円滑な課題解決においては都道府県医師会の積極的な関わりが望ましい。 

イ 協議会の役割 

    （ア）地域包括ケア推進に資するリハビリテーションのあり方の検討 

 都道府県内のリハビリテーションの提供体制及び地域支援事業（一般介護

予防事業における地域リハビリテーション活動支援事業含む）の実態を把握

するとともに、都道府県単位でのリハビリテーションのあり方を検討する。 

（イ）地域リハビリテーション連携指針の作成 

 脳卒中等の疾患について、急性期から回復期、生活期へと必要なリハビリ

テーションの内容が移行していく過程、さらに高齢者等の閉じこもりや心身

機能の低下等の予防対策等についての十分な理解を踏まえ、医療機関と保健、

福祉の担当機関との円滑な連携のための指針を作成する。 

    （ウ）都道府県リハビリテーション支援センター・地域リハビリテーション支援セ

ンターの指定に係る調整・協議 

 協議会は、（２）及び（３）に掲げる都道府県リハビリテーション支援セ

ンター及び地域リハビリテーション支援センターの指定のために必要な調

整及び協議を行う。 

 （２）都道府県リハビリテーション支援センター 

     都道府県は、協議会の意見を聴いて、地域リハビリテーションを推進するための

中核として、以下に掲げる事業を実施する都道府県リハビリテーション支援セン

ターを１箇所指定するものとする。 

都道府県リハビリテーション支援センターの役割としては以下が挙げられる。 

   ア 関係団体、医療機関との連絡・調整、都道府県行政への支援 

      医師会をはじめとする関係団体、医療機関（救急医療実施医療機関を含む。）

との連携を密に行い、必要な連絡・調整を実施する。都道府県行政担当者に対し

てリハビリテーションに関する助言や支援を行う。 

   イ リハビリテーション資源の調査・情報収集 

      リハビリテーションの実施及び関係機関との連携に資するため、地域におけ

るリハビリテーションの実施体制等に関する調査を実施する。 

   ウ 地域リハビリテーション支援センターへの支援 

      都道府県リハビリテーション支援センターは、地域リハビリテーション支援

センターに対して、相談支援、新たなリハビリテーション技術の研修等を行う。 

   エ 研修の企画等 

      行政職員及びリハビリテーション専門職に対し、地域リハビリテーション支

援センターと協働し研修の企画等を行う。 

   オ 災害リハビリテーション体制整備、調整 
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 関係職種が協働する災害リハビリテーションの支援体制の構築及び調整を実

施する。 

 （３）地域リハビリテーション支援センター 

     都道府県は、協議会の意見を聴いて、以下に掲げる事業を実施する地域リハビリ

テーション支援センターを地域の実情に応じて指定するものとする。地域リハビ

リテーションの活動を効率的に推進する観点からは、医師会等の関係団体や行政

との連絡協議会を設置・運営することが望ましい。 

     地域リハビリテーション支援センターの役割としては以下が挙げられる。 

ア リハビリテーション関係者等への支援 

 （ア）地域住民の相談への対応に係る支援 

（イ）福祉用具、住宅改修等の相談への対応に係る支援 

（ウ）包括支援センター等への支援 

イ 地域における行政職員及びリハビリテーション実施機関・介護福祉施設・事業

所等の従事者に対する研修会の開催 

ウ リハビリテーション専門職等の連携に資する支援及びリハビリテーション施

設の共同利用 

（４）地域リハビリテーションに係る研修 

     地域の高齢者等に対して、地域における社会資源を活用しつつ、一人一人の需要

及び心身の状況等に応じて最も適していると認められるリハビリテーションサー

ビスを提供するため、地域におけるリハビリテーションに関する調整相談及び指

導等を行う者を養成するための研修を実施するものとする。 

   ア 研修の内容 

     研修内容は、おおむね次に掲げる事項とするが、地域の実情に応じた実務的な研 

修を実施すること。 

（ア）地域リハビリテーションに関する基礎的知識の習得 

（イ）地域リハビリテーションに関する調整・相談 

 ａ 地域の高齢者等の心身の状況及びリハビリテーションに関する需要の把握、

並びに地域における保健・医療・福祉のサービスとの連絡・調整 

 ｂ 地域の高齢者等に対する地域住民の理解を深めるため、家族会及びボラン

ティア等の地域組織の育成・支援 

 ｃ 地域リハビリテーションのコーディネーションの観点からみた地域におけ

る保健・医療・福祉サービスの実態把握及びその問題点の改善に係る企画・調

整 

（ウ）地域リハビリテーションに関する指導 

a 介護予防や自立支援の考え方を取り入れたケアマネジメントの手法 

b 生活機能や認知症等の地域の高齢者等の困り事に対するアセスメントや説
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明の手法 

c 地域の高齢者等の基本的な生活機能向上に役立つ運動・栄養・口腔・活動と

参加等への支援の方法 

   イ 受講対象者 

     受講対象者は、原則として市町村・地域包括支援センター又は介護サービス事業

所等の職員であって、地域の高齢者等に対する保健又は福祉に関する業務に従事

する者とする。 

   ウ 受講人員 

     受講人員は、原則として毎年各市町村１名以上が受講できる適切な規模を設定

する者とする。 

 なお、１回当たりの受講定員の設定に当たっては、交通の利便等を考慮しつつ、

研修の実効を上げられるよう配慮すること。 

   エ １回の研修期間は、３日間程度とする。 

   オ 開催場所 

     都道府県が指定する場所とする。 

   カ その他留意事項 

     開催時期の選定に当たっては、受講対象者が参加しやすい時期を考慮して決定

すること。 

 

第４ 脳卒中情報システムの整備 

１ 趣旨 

自立支援・重度化防止の対策を効果的に推進するため、医療機関から保健所等に提供

される脳卒中患者の診療情報等を元に、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切

な保健福祉サービスの実施を図るための脳卒中情報システムの整備を行うものである。 

２ 脳卒中委員会の設置 

都道府県は、保健・医療・福祉の関係者から構成する「脳卒中委員会」（以下「委員

会」という。）を設置するものとする。 

（１）委員会の構成 

委員会は、保健所、医師会、学識経験者及び脳卒中情報システムの整備に係わる専

門家等によって構成するものとする。 

（２）委員会の運営 

委員会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事に報告するものとす

る。 

ア 自立支援・重度化防止の対策を効果的、効率的に推進するため、脳卒中患者の登

録を実施するとともに、医療機関からの保健所等に提供される脳卒中患者の診療

情報等をもとに、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切な保健福祉サービ
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スの実施を図ることを目的とした脳卒中情報システムの整備の実施について、情

報提供件数、早期訪問の実施状況、適切な保健福祉サービスの選定・提供等の観点

から評価を行う。 

イ その他脳卒中情報システムの評価に必要な事項を検討する。 

３ 事業の実施方法 

（１）脳卒中の登録の方法については、地域の実情を考慮しつつ、関係諸機関の協力を得

て決定するものとする。 

なお、登録を実施するに当たっては、「脳卒中登録管理ガイドライン」（厚生省循環

器病研究委託費による地域における脳卒中の登録と管理に関する研究班、昭和５７年

３月）を参考にするものとする。 

（２）収集した情報は個人ごとに整理するとともに患者登録票を作成し、その保管に当た

っては個々の患者の秘密が保持されるよう厳重に注意するものとする。 

（３）収集、整理した登録情報に基づき、脳卒中患者のり患率、受領状況、生存率等を集

計及び解析するものとする。 

なお、解析した結果については年毎にまとめ、関係機関に報告するものとする。 

 （４）登録に当たっては、その制度を常に管理し、その向上に努めるものとする。そのた

め、医療機関等に対し届出体制の整備を依頼するとともに、必要に応じて医療機関に

出張し、情報を採録するものとする。 

（５）保健所は、医療機関から提供された脳卒中患者（以下「対象者」という。）の診療情

報等を整理するとともに、対象者の住居地の市町村が同じ情報を受けているか確認し、

受けていない場合は、整理した情報を当該市町村に対し、速やかに連絡するものとす

る。 

（６）市町村は、医療機関もしくは保健所からの対象者の情報をもとに、保健・医療・福

祉の各担当部門が連携を密にして、対象者に必要な保健福祉サービスを選定し、対象

者及びその家族の意向を踏まえたうえで、適切なサービスを提供するものとする。 

また、保健所が同じ情報を受けているか確認し、受けていない場合は、その情報を

速やかに連絡するものとする。 

（７）保健所は、管内市町村における脳卒中情報システムの実施状況をとりまとめ脳卒中

委員会に報告するものとする。 

４ 実施上の留意事項 

（１）都道府県は、医療機関、市町村等関係機関と密接な連携を保ちつつ、本システムを

実施するものとする。 

特に、本システムが効果的に行われるよう市町村に対し適切な指導を行うとともに、

医療機関等に対し本システムの趣旨を周知徹底し、積極的な協力が得られるよう努め

るものとする。 

（２）本システムの関係者は、対象者のプライバシーの保護に十分留意し、個人情報が部
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外者に漏洩することがないよう、秘密厳守に徹するものとする。 

（３）対象者の登録に当たっては、医療機関等において本システムの趣旨等を十分に説明

し、対象者の同意を得ることを原則とする。 


